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は、25 ～ 29歳で71.4％、30 ～ 34歳で47.1％、
35～ 39歳で30.0％、女性では、25～ 29歳で










































































































































































ビス・システム）が 1993 年に誕生した 17）。
LiSS システムは、「葬儀等に関する生前契約」
の引き受けから始まったが、現在ではそのサ
ポートの幅は広がり、日々のくらしを支える
サポート（生前事務委任契約）、病気などで
自己主張できなくなった時のサポート（任意
後見契約公正証書）、亡くなった後のサポー
ト（死後事務委任契約）など多岐にわたって
いる。まさに、「家族になる」契約である。
　これまで家族が果たしていた死や葬儀に関
わる機能を任せる家族がいない場合、このよ
うな「生前契約」という手段で葬儀やそれに
伴う社会的手続きを遂行することは可能であ
る。しかし、これは「生前契約」をすること
かできる「力」を持った個人に限られている。
ここで言う「力」とは、認識力、情報力、行
動力、意思決定力、経済力など、自分の最期
をイメージし問題解決を図るための資源とと
らえる。
　それでは、そのような「力」、すなわち「資
源」を持ちえない個人はどうなるのだろうか。
子供がいる場合には子供が、子どもがいない
場合には親族がその責務を負うことになる。
具体的には、葬儀における喪主、施主となり、
諸手続きを行い、住居の片づけを担うことと
なる。これらの役割には、経済的負担や時間
がかかるだけでなく、煩雑な作業が伴う。故
人との関係性の希薄化や役割を担う者の資源
不足などから、一般的な葬儀を執り行わず、
火葬の際にお経を挙げるだけの「直葬」が選
択されるケースもみられ、東京都では、２、
３割が直葬ともいわれている 18）。なかには
施設に入所している親が亡くなった際に、「葬
儀は施設で行ってください」と言い、親の葬
儀を行うという社会的義務を放棄する者もい
る。
　本質的個人化の進行は、人間の最期の通過
儀礼である葬儀において確実に階層化をたら
している。死者を家族にゆだねる構造が変化
していない現在、家族との関係性を選択的に
持たないあるいは持てなかった個人は、資源
の有無によって葬儀の在り方が異なってく
る。また、家族との関係性は保持しながらも、
頼るべき共同体を失い、個人の資源も不足し
ている家族において、葬儀を遂行する家族機
能を十分に果たせないばかりか、死者を葬る
社会的手続きができない状況も現れてきてい
る。具体的には、死亡した家族の遺体を自宅
に放置するという事件が起きている。次では、
この痛ましい事件の概要を見ていくことにし
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よう。
（３） 葬儀を行う機能を果たせない家族
　死亡した家族の遺体を自宅に放置するとい
うケースは、家族の問題にとどまらず、死体
遺棄罪や死亡届け義務違反に問われる深刻な
問題である。このような事件の発生数や全容
を把握することは困難であるが、ここでは、
朝日新聞の記事データベース「聞蔵Ⅱ」を用
い、対象となる事件を検索した。2000年１
月～ 2010年３月までに、54件のケースが掲
載されていた。
　その内容を分析すると、遺棄の対象となっ
ているのは「母親」が 61％を占めており、
28％が「父親」であった。遺棄を行った当事
者については、「息子」が82％と大半を占め
ている。また、被害者と加害者の年齢分布を
みると、被害者が70代をピークに60代以降
に集中しており、加害者は50代をピークに
30代、40代でほとんどを占めている。記事
内容をみると、「葬儀代がない」「生活に困っ
て年金詐取」「どうしたらいいのかわからな
い」「介護に疲れた」「ふたり暮らし」「孤立」
などのキーワードが抽出できる。それぞれの
ケースには様々な個別の事情があるが、「親
の年金を詐取する」意図がある場合と、「葬
儀費用がない、どうしたらいいのかわからな
い」という場合に分けられる。多くの場合、
病気等で亡くなった親の遺体を自宅に放置
し、後に発見されている。
　このようなケースからわかることは、頼る
べき共同体からの相互扶助が得られず、残さ
れた家族が「力」を保持していない場合、家
族が死者を葬る機能を遂行することができな
いということである。
４．葬儀と家族をめぐる現代的課題
　ここまでは、家族の個人化が葬儀にどのよ
うな変化をもたらすのかを考察してきた。こ
こでは、そのような状況から、葬儀と家族を
めぐる現代的課題について検討しよう。
　現代社会における葬儀にはふたつの特徴が
ある。ひとつは「消費財」であるということ、
すなわち、葬儀を執り行うためには経済力が
必要となる。もうひとつは「葬儀は家族によっ
て執り行われる」という規範が強いことであ
る。
　この葬儀に関する現代日本社会の枠組みの
中で、家族の本質的個人化が進行していくと、
①無縁化（葬儀の担い手としての家族がいな
い層の増加）、②階層化（頼るべき共同体を
失うとともに家族成員の資源が不足している
ため、葬儀を執り行う家族機能を果たせない
家族の出現）というふたつの問題に私たちは
直面する。そして、この無縁化と階層化は、
葬儀自体の存続とその性質に大きな影響を与
えることになる。
　かつて個人は、共同体や家族に所属し、地
位と役割を持った社会的存在として位置づけ
られていた。ゆえに、その死は社会的性格を
持ち、集団のメンバーとして弔われてきた。
しかし、家族を持たない選択あるいは家族関
係を解消した場合、死もまた個人化し、他者
に弔われることのない死が増えてしまうこと
が危惧される。近年では、火葬時にお経をあ
げるだけの直葬が増えてきているという。こ
のような葬儀の簡略化が、社会全体の中で死
者の隔離を生み出し、アリエスが指摘した「死
のタブー」19）が再び顕著になり、死者への
冷淡な雰囲気が拡大する可能性がある。
　また、孤立した貧困層の増大は、葬儀の大
きな転換点になるだろう。これまでは文化や
社会制度の問題であった葬儀を、社会保障の
問題として捉えなおす必要が生じるからであ
る。頼るべき共同体を失い、孤立化し、葬儀
を執り行う知識や情報、資金を持たない家族
や個人に対しては、セーフティーネットの構
築が必要になってくる。
　さて、本稿では、家族の変化を「家族の個
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人化」の視点から考察してきたが、葬儀が抱
える問題を解決するためには、共同化という
視点も必要になってくる。個人化と共同化は
トレードオフの関係のように捉えられがちで
あるが、決して一元的なものではない。家族
を持たない選択をした者、家族関係を解消し
た者、家族関係が疎遠になった者、これらの
個人がすべて孤立し、葬儀の遂行が困難にな
るわけではない。彼らはかつての共同体や家
族に代わる新たな関係を見出し、自らの人生
に「共同性」や「連帯性」を作り出すネット
ワークを創造することができる。葬送に関す
るネットワークとしては、「NPOりすシステ
ム」や「NPOエンディングセンター」、「も
やいの会」などが代表的な組織である。
　葬儀は人生の最期の通過儀礼であるが、そ
こに至るには生活があり、人生がある。日々
の生活、人生においてどのように人と関わっ
てきたかということが、人生の最期にあらわ
れる。近年、ヨーロッパを中心に「隣人祭り」
というイベントが活発に行われている。パリ
のアパートで独居の女性が孤独死し、ひと月
後に発見されたことを契機に、住民同士の触
れ合いを目的とした中庭でのパーティーが始
まりである。日本には2008年に上陸し、全
国各地でこの「隣人祭り」は行われている。「隣
人祭り」とは、簡単に言うと「ご近所さんが
集まってお茶や食事をすること」である。こ
れはかつての共同体で日常的に行われていた
風景であり、今では死語になっている「向こ
う三軒両隣」の付き合い、親密で援助的な関
係性の復活を目指している。この「隣人祭り」
が活発化した背景には、個人の選択可能性の
行き過ぎた拡大に危機感を持っている人が少
なくないことがあるだろう。家族の本質的個
人化が進行し、たとえ最期の時を家族と呼べ
る人といなくとも、「隣人祭り」によって友人・
知人が増え、ネットワークを構築することが
できれば、親しみのある関係に包まれて旅立
つことができるだろう。
　現代社会において、個人は多様な選択肢を
持つことができるようなった。それは「選択
不可能」や「解消困難」を前提とした不自由
ではあるが安定的な関係が、社会の中で失わ
れていくことを意味している。葬儀において
も、「家族の個人化」は「無縁化」や「階層化」
を生み出し、「死後の安心保障体制」を脅か
している。このような社会問題を「個人化」
の帰結として捉え、選択に伴う結果を受け入
れるべきであるという考え方もある。しかし、
積極的な選択ばかりではない現実を踏まえる
と、これまでとは異なる形ではあっても「死
後の安心保障体制」を回復することが必要で
あると考える。
　現代社会において、「死後の安心保障体制」
を回復するためには、第一に、「死者を家族
に委ねる構造」が変わっていく必要がある。
葬儀を執り行う機能を保持していない家族が
あらわれてきている一方で、「葬儀は家族に
よって執り行われる」という規範的拘束力が
強い。この実態と規範の乖離が、死や葬儀の
タブー視を招き、死者への冷淡な雰囲気と死
後の不安を生じさせるのである。その不安を
取り除くために、家族以外の者や組織でも葬
儀を執り行うことができるという選択肢が定
着し、その実現可能性を高めることが必要に
なるだろう。もちろん、その場合には、家族
とは異なる他者との親密で援助的な関係が築
かれていることが前提となる。
　このような家族以外の選択肢の実現可能性
を高めるには、あるいは家族が葬儀を遂行し
やすくするためには、「消費財」としての葬
儀を見直す必要がある。長寿化、個人化によ
る「香典」の減少とスタンダード・パッケー
ジ化による葬儀費用の高騰が、葬儀を行う者
の負担を大きくしている。葬儀にかかる費用
の軽減が、「死後の安心保障体制」を回復す
るための第二の課題である。葬儀が経済的交
換から社会的交換にシフトし、経済的負担が
軽減していくには、かつての共同体とは異な
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る自立した個人の共同性と連帯性が鍵になる
だろう。
　以上、「家族の個人化」から葬儀の変化に
ついて考察を進めてきた。現代社会において
失われつつある「死後の安心保障体制」を回
復するためには、「死者を家族に委ねる構造」
と「葬儀の消費財化」が変化していくことが
必要であり、これが葬儀と家族をめぐる現代
的課題であるといえるだろう。
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